様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年2月26日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）にっぽんとくしゅとうぎょう 
一般事業主の氏名又は名称  日本特殊陶業株式会社　　 
（ふりがな） 　 かわい たけし 　      
（法人の場合）代表者の氏名 　　 川合　尊　　　印   
住所　〒461-0005　 
愛知県名古屋市東区東桜一丁目1番1号
法人番号　3180001010845　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①統合報告書 2019
②Niterra Report 2023

	公表日
	2019年8月30日
2023年9月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公開しています

①https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_03.pdf
・全社最適ITの構築(①p56)

②https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_07.pdf
・注力する事業分野（②p3）
・社長メッセージ（②p12）
・日本特殊陶業の価値創造（②p11）

	記載内容抜粋
	＜企業経営の方向性＞
自動車の内燃機関向け部品の需要がピークアウトを迎えるというシナリオのもと、当社では既存事業のさらなる強化と新規事業の創出、経営基盤の強化に取り組み、最善の技術と蓄積した経験を活かし、世界の人々に新たな価値を提案すべく以下の４つを注力する領域として策定しています。

〇環境・エネルギー
　　無理なく、無駄のないエネルギー・環境社会へ
〇モビリティ
　手軽で、楽しく、便利な移動体社会へ
〇医療
　身近で手軽に、世界中の人々に先端医療を提供できる社会へ
〇情報通信
　仮想と現実がつながる高速通信社会へ
（②p3、12）

2040年の目指す姿として「これまでの延長戦上にない変化」を掲げ、環境・エネルギー、モビリティ、医療、情報通信の４つの注力領域で事業活動を展開し、持続的な企業価値の向上を目指していきます。（②p11）

＜情報処理技術活用の方向性＞（①p56 ②p31）
ビジネスを牽引し、貢献する攻めのITシステムを構築するため、以下の基本戦略を設定しています。
・変革を支える柔軟で安心・安全なITインフラの構築
  （②p31）
・全社ITリテラシーの底上げとコア人材の育成
　（②p31）
・先進技術の効果的利用（①p56）
　　IoT、AI技術のトレンドの把握と投資

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記、記載内容は、取締役会の承認を経て作成された「統合報告書 2019」および「Niterra Report 2023」に基づいた内容を掲載しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①統合報告書 2022
②Niterra Report 2023
③Google Cloud Next事例紹介

	公表日
	①2022年9月16日
②2023年9月23日
③2023年1月17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公開しています
①https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_06.pdf
②https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_07.pdf
YouTubeにて公開しています。
③https://www.youtube.com/watch?v=vqfqch5NWBQ 

	記載内容抜粋
	実行ステップを３つのフェーズに分け、レイヤーごとに実施するテーマのロードマップと、ITシステム・デジタル活用、仕組み作りについて示し、公表しています。
（②p31）

具体的な方策として以下を公表しています。

・ITグランドデザインの設定（③11:20～11:48）
・レガシーなITシステムのクラウド化（③13:17～13:48)
・工場作業のリモート化（③15:44～16:12)
・取引企業間のマッチング（③17:33～18:15)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記、記載内容は、取締役会の承認を経て作成された内容、および取締役会の承認を得た方針を元に作成された、社外公表媒体の内容を記載しています。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書 2022（①p37）
Niterra Report 2023（②p31）
Google Cloud Next事例紹介（③10:47～11:19）

	記載内容抜粋
	デジタルで飛躍を目指す製造業として、当社のDX取り組みを公表しており、その中で、DX戦略室をCoEとして、それぞれの事業を結び事業軸連携を強め、推進する体制としています。
(③10:47～11:19)

効果的に進めるため、人財の育成・確保については、
中長期人員計画策定の一つに専門人財の育成
（DX・イノベーション）を掲げ、変革の
ロードマップにエキスパート人財の育成・確保として
具体的な人数を定めております。
(1 p37、②p31)



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	Niterra Report 2023 
(②p31 変革のロードマップ)

	記載内容抜粋
	〇変革を支えるIT基盤
　IT投資プロセスの改善、ITグランドデザインの作成
　セキュリティ強化対策、基幹システムの更新
〇オペレーションの変革
　データ分析基盤の運用開始
　PSI最適化システム
　工場リモート作業の部分適用
〇事業の変革
　パートナー接点の変革（調達プラットフォーム）
　マテリアルズインフォマティクスの一部適用



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①Niterra Report 2023
②News 2022

	公表日
	2022年9月16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公開
1 https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_07.pdf（p31）
②https://www.ngkntk.co.jp/news/detail/002625.html

	記載内容抜粋
	・変革のロードマップに掲げた各取り組みの状況を
指標としています。
・DX人財育成として、エクスパート人財１００名を
目標値として設定しています。

取り組みテーマの達成度を具体的に公表できるものは、以下のように当社HPのニュースなどを通じて
公表しています。

・オフィスワークのロケーションフリー化
（在宅率６０％）
　（②第22回テレワーク推進賞における優秀賞の受賞）




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2022年9月16日
②2023年9月23日

	発信方法
	①統合報告書 2022 (p13)
https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_06.pdf
②Niterra Report 2023(p31)
https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_07.pdf

	発信内容
	①センシング技術を基にした陸上養殖事業向けの水質センシングシステムや、販売ネットワークとコネクテッド技術を活用した自動車整備工場向け予防整備サービス「ドクターリンク」など、データを活用したサービスによる社会課題の解決につながる新規事業について発信しています。

②中長期経営計画で掲げた目標を実現するとともに、
　Niterraグループが継続的に社会へ貢献していくため、
　デジタル技術による変革を経営戦略と位置づけ、Niterra DXを推進する宣言を発信しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年8月頃　～　2023年9月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己診断を実施し、IPAのDX推進ポータルにて自己診断結果を提出しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年　4月頃　～　現在継続中

	実施内容
	①2020年に自動車業界のサプライチェーンを対象とする情報セキュリティ審査基準であるTISAXの認証を取得し、以後、米国・中国・タイとグループ会社でも認証を取得し、全拠点での認証取得を完了しております。

②情報セキュリティインシデントに対応するための組織CSIRTを構築し、「CSIRT通信」を毎月発行し、従業員に情報セキュリティに関する最新情報の周知や注意喚起を行っております。

Niterra Report 2023 (p75)
https://www.ngkntk.co.jp/resource/pdf/ir_integration_report_07.pdf



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
[bookmark: _GoBack]①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
3 　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

